
第  号議案

平成３０年度蒲郡市一般会計予算

平成３０年度蒲郡市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２９，２６７，０００千円と定

める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負

担することができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。

（地 方 債）

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起

債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」によ

る。

（一時借入金）

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高

額は、２，５００，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に

係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の

間の流用

平成３０年２月２６日提出

蒲郡市長  稲 葉 正 吉
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１８



単位：千円

1 自動車取得税交付金 ９７，０００

8 自動車取得税交付金 ９７，０００

1 ゴルフ場利用税交付金 １，８００

1 地方消費税交付金 １，４７０，０００

7 ゴルフ場利用税交付金 １，８００

6 地方消費税交付金 １，４７０，０００

1 株式等譲渡所得割交付金 ３０，０００

1 配当割交付金 ６０，０００

5 株式等譲渡所得割交付金 ３０，０００

4 配当割交付金 ６０，０００

1 利子割交付金 １３，０００

3 特別とん譲与税 ４０，０００

3 利子割交付金 １３，０００

2 自動車重量譲与税 １４０，０００

1 地方揮発油譲与税 ５６，０００

2 地方譲与税 ２３６，０００

6 都市計画税 １，０７３，０００

5 入湯税 ８１，０００

4 市たばこ税 ６１０，０００

3 軽自動車税 １９２，０００

2 固定資産税 ５，９５２，０００

１３，０６４，８００

1 市民税 ５，１５６，８００

第１表　　歳 入 歳 出 予 算

金　　　　　　額

歳　入

款 項

1 市税
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単位：千円

2 財産売払収入 ５，２２０

17 寄附金 ４１６，７２０

1 財産運用収入 １２２，２０７

16 財産収入 １２７，４２７

3 委託金 １７５，８４３

2 県補助金 ５０２，０６３

1 県負担金 ９６９，３５３

3 委託金 ２２，８０２

15 県支出金 １，６４７，２５９

2 国庫補助金 ６３６，８４５

1 国庫負担金 ２，６８１，６１５

14 国庫支出金 ３，３４１，２６２

2 手数料 １６５，７５２

1 使用料 ６１６，８４９

1 負担金 ３３，８６０

13 使用料及び手数料 ７８２，６０１

12 分担金及び負担金 ３３，８６０

1 交通安全対策特別交付金 １２，０００

1 地方交付税 １，４２０，０００

11 交通安全対策特別交付金 １２，０００

10 地方交付税 １，４２０，０００

1 地方特例交付金 ４０，０００

金　　　　　　額款 項

9 地方特例交付金 ４０，０００
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単位：千円

1 市債 １，８６８，１００

歳　　入　　合　　計 ２９，２６７，０００

21 市債 １，８６８，１００

5 雑入 ８６３，４９４

4 受託事業収入 ２６４，９０４

3 貸付金元利収入 ３５３，２００

2 市預金利子 ２３３

1 延滞金 １０，０００

1 繰越金 １，０９１，６９０

20 諸収入 １，４９１，８３１

19 繰越金 １，０９１，６９０

2 財産区繰入金 ２１，１０１

1 基金繰入金 ２，０００，５４９

４１６，７２０

18 繰入金 ２，０２１，６５０

金　　　　　　額款 項

1 寄附金
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単位：千円

1 商工費 ６７７，２９５

土木費 ２，５７１，３８４7

商工費 ６７７，２９５6

3 水産業費 ９，２０４

2 林業費 １３，８９２

1 農業費 ３２７，０３６

2 清掃費 １，３０１，７０３

農林水産業費 ３５０，１３２5

1 保健衛生費 １，３５９，３８５

衛生費 ２，６６１，０８８4

3 生活保護費 １，１９２，０１４

2 児童福祉費 ４，０８８，０８４

1 社会福祉費 ６，７４７，２６４

6 監査委員費 ３１，６９１

民生費 １２，０２７，３６２3

5 統計調査費 ７，３９１

4 選挙費 ５７，８２６

3 戸籍住民基本台帳費 １８２，２０３

2 徴税費 ３２５，９２３

1 総務管理費 ３，１７１，５６０

総務費 ３，７７６，５９４2

1

1 議会費 ２６３，００９

金　　　　　　額

歳　出

款 項

議会費 ２６３，００９
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単位：千円

8 消防施設災害復旧費 １５０

7 土木施設災害復旧費 ６００

6 商工施設災害復旧費 １５０

5 農林水産施設災害復旧費 ２００

4 衛生施設災害復旧費 １５０

3 民生施設災害復旧費 １５０

2 総務施設災害復旧費 １５０

1 災害対策費 ２，２００

災害復旧費 ４，２００10

5 保健体育費 ９２５，６７０

4 社会教育費 ６５３，５０９

3 中学校費 ３６１，２７３

2 小学校費 ５７６，７６８

1 教育総務費 ４６９，９５９

1 消防費 １，２２３，３１１

教育費 ２，９８７，１７９9

消防費 １，２２３，３１１8

6 住宅費 ５７，３７７

5 都市計画費 １，２４２，２４０

4 港湾費 １１９，２１７

3 河川費 ２７，４７９

2 道路橋りょう費 ８４９，３００

金　　　　　　額款 項

1 土木管理費 ２７５，７７１
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単位：千円

単位：千円

限　度　額

1,627,000

5,993

3,351

12,389

6,200

20,000

67,000

708,111

平成３１年度

平成３１年度～平成３３年度

平成３１年度～平成３４年度

平成３１年度～平成３６年度

道 路 補 修 事 業

新 体 育 館 建 設 準 備 事 業

固 定 資 産 路 線 価 付 設 事 業

学校給食調理業務等委託事業

第 ２ 次 情 報 シ ス テ ム
全 体 最 適 化 事 業

期　　　　間

平成３１年度

平成３１年度

平成３１年度

平成３１年度

 第２表　 債 務 負 担 行 為

事　　　　　項

地 域 振 興 事 業 費 補 助 金

土 地 改 良 施 設 維 持 補 修 事 業

地 域 集 会 施 設 建 設 等
事 業 費 補 助 金

金　　　　　　額款 項

9 教育施設災害復旧費 ４５０

公債費 ２，６７５，４４６11

1 公債費 ２，６７５，４４６

予備費 ５０，０００12

1 予備費 ５０，０００

２９，２６７，０００歳　　出　　合　　計
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 第３表　 地　方　債

単位：千円 

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　　率 償還の方法

老 人 福 祉 セ ン タ ー
改 修 事 業

14,700

形 原 北 児 童 ク ラ ブ
建 設 事 業

27,700

道 路 補 修 事 業 29,100

道 路 新 設 改 良 事 業 162,700

公 的 サ イ ン 整 備 事 業 3,600

公 園 整 備 事 業 129,600

市 営 住 宅 補 修 事 業 10,800

消 防 ・ 防 災 施 設
整 備 事 業

44,300

全国瞬時警報システム
更 新 事 業

4,600

小学校トイレ改修事業 154,200

西 浦 小 学 校
下 水 道 接 続 事 業

14,600

中学校トイレ改修事業 94,500

市 民 会 館 ト イ レ
整 備 事 業

18,900

三 谷 公 民 館
耐 震 補 強 事 業

19,700

新府相公民館建設事業 20,000

体 育 施 設 整 備 事 業 19,100

臨 時 財 政 対 策 債 1,100,000

計 1,868,100

　　 3.0％以内

（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
資金について、利率
の見直しを行った後
においては、当該見
直し後の利率）

証書借入又

は証券発行

借入先の融資条件に
よる。ただし、市財
政の都合により繰上
償還することができ
る。
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